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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期

会計期間

自平成17年
７月１日
至平成17年

12月31日

自平成18年
７月１日
至平成18年

12月31日

自平成19年
７月１日
至平成19年

12月31日

自平成17年
７月１日
至平成18年
６月30日

自平成18年
７月１日
至平成19年
６月30日

売上高（千円） 466,613 569,094 469,508 891,697 1,115,744

経常利益（千円） 9,922 33,178 25,691 42,792 64,540

中間（当期）純利益（千円） 5,221 18,090 12,529 22,774 34,558

持分法を適用した場合の投資

利益（千円）
－ － － － －

資本金（千円） 251,050 251,050 255,250 251,050 255,250

発行済株式総数（株） 23,820 23,820 24,660 23,820 24,660

純資産額（千円） 552,025 581,735 615,207 569,578 609,244

総資産額（千円） 619,369 797,587 716,697 724,047 784,970

１株当たり純資産額（円） 23,257.85 24,509.59 24,885.10 23,997.40 24,683.75

１株当たり中間（当期）純利

益（円）
220.01 762.19 510.50 959.55 1,443.13

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円）
210.18 739.21 － 918.01 1,412.99

１株当たり配当額（円） － － － 250.00 250.00

自己資本比率（％） 89.1 72.9 84.9 78.7 77.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
60,570 △41,681 △56,606 298,147 △13,498

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,347 27,039 － △4,718 6,410

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△5,820 △5,904 △10,394 △6,010 2,551

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円）
313,372 524,145 473,155 544,693 540,156

従業員数（人） 47 55 56 53 59

　（注）１．当社は、中間連結財務諸表を作成していませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移について

は記載していません。

２．売上高には、消費税等は含まれていません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載していません。

４．第12期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については希薄化効果を有する潜在株式が存在しないた

め、記載していません。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業内容について、重要な変更はありません。また、関係会社における異動もあ

りません。

３【関係会社の状況】

　当中間会計期間において、関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

 平成19年12月31日現在

従業員数（人） 56

　（注）　従業員数は、就業人員です。

(2）労働組合の状況

　労働組合はありませんが、労使関係は円満に推移しています。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間会計期間の我が国経済状況は、前期に引き続き堅調に推移しました。当社の事業領域であるＩＴ市場、特

にＥＲＰ市場においては大手企業向けのビジネス状況は前年に引き続き活発な状況でありますが、中堅企業向け

の市場はやや落ち着きを取り戻した状況となっております。顧客業種・ニーズ面では、化学・素材関連企業は引

き続き活発な傾向が見られますが、加えて大手企業傘下の関連企業における内部統制対策、食品業界において品

質管理、内部統制の強化を目的とした引き合いが増加傾向にあります。これら市場に向けて、当社は引き続き積極

的な事業活動を推進しました。営業活動においては、ＩＰＳ独自の営業チャネルによる営業活動を継続して強化

・推進しました。その一環として、ＳＡＰ社の大きな営業イベントである「ＳＡＰＰＨＩＲＥ」にも初めてスポ

ンサー参加し顧客への認知度の向上を図る取り組みを推進しております。また、当中間会計期間は当社保守顧客

からの要請に対応して、ＳＡＰ導入後の拡張を目指した追加開発のビジネスについても積極的に営業を推進いた

しました。また、今後の市場動向の変化に安定して対応すべく、多様なビジネス機会の創出を目的として、大手

ハードウェアベンダー、システムインテグレータとのアライアンスの強化を開始いたしました。製品開発におい

ては、ＳＡＰ社の中堅市場に対する強化戦略の一環として、コストパフォーマンスのさらなる向上を図ったＮｅ

ｗ　Ａｌｌ-ｉｎ-Ｏｎｅ認定制度の開始発表に伴い、当社においても前期より推進しました新製品開発が完了し、

ＳＡＰの認定を取得し上記ＳＡＰＰＨＩＲＥにて発表をしております。下期はこれらの製品が経営成績に貢献す

るよう営業活動に専心してまいります。

  以上の結果、売上高４億６千９百万円（前年同期比17.5％減）、営業利益２千５百万円（前年同期比24.1％

減）、経常利益２千５百万円（前年同期比22.6％減）、中間純利益１千２百万円（前年同期比30.7％減）となりま

した。　

 

(2）キャッシュ・フロー

　当中間会計期間における現金及び現金同等物は前中間会計期間末より６千７百万円（12.4％）減少し、４億７千

３百万円となりました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果支出した資金は５千６百万円（前年同期は４千１百万円の支出）となりました。

　これは主に、税引前中間純利益２千５百万円があったものの、仕入債務の減少額１千２百万円、前受金の減少額

４千３百万円があったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による収入及び支出はありません。（前年同期は２千７百万円の収入）

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果支出した資金は１千万円（前年同期は５百万円の支出）となりました。

　これは配当金の支払額６百万円、自己株式の取得による支出４百万円によるものです。

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当中間会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりです。

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％）

ＥＲＰ導入事業 416,408 79.3

保守その他事業 53,100 121.5

合計 469,508 82.5

　（注）１．金額は、販売価格によっています。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

(2）外注実績

　当中間会計期間の外注実績を事業の部門別に示すと、次のとおりです。

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％）

ＥＲＰ導入事業 65,939 38.1

保守その他事業 ― ―

合計 65,939 37.5
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　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれていません。

(3）受注実績

　当中間会計期間の受注実績を事業の部門別に示すと、次のとおりです。

事業部門別
受注高
（千円）

前年同期比
（％）

受注残高
（千円）

前年同期比
（％）

ＥＲＰ導入事業 241,731 66.7 289,320 103.4

保守その他事業 48,700 193.9 18,650 90.3

合計 290,431 74.6 307,970 102.5

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれていません。
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(4）販売実績

　当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりです。

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％）

ＥＲＰ導入事業 416,408 79.3

保守その他事業 53,100 121.5

合計 469,508 82.5

　（注）１．最近２中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

す。

相手先

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

 ヤマウチ株式会社 19,896 3.5 80,379 17.1

 株式会社巴川製紙所 154,868 27.2 72,912 15.5

 日本オートマチックマシン株式会社 ― ― 65,934 14.0

 デイスター・コンサルティング株式

会社
― ― 60,383 12.9

 株式会社ティー・ケー・エックス ― ― 59,833 12.7

 株式会社シンシア・システム開発 75,549 13.3 36,553 7.8

フットワークエクスプレス株式会社 144,965 25.5 3,000 0.6

日本アイ・ビー・エム・サービス株式

会社
83,695 14.7 1,133 0.2

２．本表の金額には、消費税等は含まれていません。

３【対処すべき課題】

　当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

４【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、経営上の重要な契約の決定又は締結等はありません。

５【研究開発活動】

　当社の研究開発活動は主として日々バージョンアップされるＳＡＰ ＥＲＰの新機能の検証を行っています。ＳＡＰ

 ＥＲＰを導入する過程で、ＳＡＰ ＥＲＰの基本機能には用意されていない特殊業務の開発を順次行っていますが、

その前提となる付与された新機能の細部までの検証と、他機能との関連を予め十分に調査しておかなければ不具合の

原因となります。この綿密な基礎的検証活動は、ＳＡＰ ＥＲＰの導入においては、より高品質で短納期での導入を技

術的に可能にし、高付加価値を提供する源泉となっています。なお、当中間会計期間における当社の研究開発費は2,449

千円です。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

　新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 88,480

計 88,480

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成19年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年３月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 24,660 24,660 ジャスダック証券取引所 －

計 24,660 24,660 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成20年３月１日以降提出日までの新株予約権の行使（旧商法に基づき発行され

た新株引受権（ストックオプション）の権利行使を含みます。）により発行された株式数は含まれていませ

ん。

（２）【新株予約権等の状況】

①提出会社に対して新株の発行を請求できる権利（旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストックオプ

ション））に関する事項は、次のとおりです。

(平成13年９月21日定時株主総会決議)

 
中間会計期間末現在
（平成19年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数 － －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 610 610

新株予約権の行使時の払込金額（円） 55,000 55,000

新株予約権の行使期間
自　平成15年10月１日

至　平成23年８月31日

自　平成15年10月１日

至　平成23年８月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　55,000円

資本組入額　27,500円

発行価格　　55,000円

資本組入額　27,500円

新株予約権の行使の条件 （注）１ （注）１

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ （注）２

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．対象者は、死亡又は退職その他の事由により、当社取締役又は従業員の地位を喪失した場合、その地位喪失時

に未行使の新株引受権を行使することが出来ないことといたします。ただし、対象者が当該地位の喪失と同

時に当社の取締役、監査役、相談役、顧問もしくは従業員の地位を取得した場合を除くことといたします。そ

の他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結した

「新株引受権付与契約」において定めています。

２．新株引受権の譲渡、質入その他一切の処分は認められないものといたします。
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   ②旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりです。

(平成16年９月24日定時株主総会決議)

 
中間会計期間末現在
（平成19年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数 39 39

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 39 39

新株予約権の行使時の払込金額（円） 91,200 91,200

新株予約権の行使期間
自　平成19年10月１日

至　平成22年９月30日

自　平成19年10月１日

至　平成22年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　91,200円

資本組入額　45,600円

発行価格　　91,200円

資本組入額　45,600円

新株予約権の行使の条件 （注）１ （注）１

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ （注）２

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

（注）１．新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役及び従業員であることを要　　す

るものとします。

 (2) 新株予約権の割当を受けた者が新株予約権の権利行使期間到来前に死亡した場合は、その権利を喪失しま　す。

 (3) その他の権利行使の条件は、本総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の　　

割当を受けた者との間で締結する新株予約権割当契約書に定めるところとします。

２．新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要するものとします。
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   ③会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりです。

       (平成18年９月27日定時株主総会決議)

 
中間会計期間末現在
（平成19年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数 480 480

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 480 480

新株予約権の行使時の払込金額（円） 61,425 61,425

新株予約権の行使期間
自　平成20年10月１日

至　平成24年９月30日

自　平成20年10月１日

至　平成24年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　  61,425円

資本組入額　30,713円

発行価格　  61,425円

資本組入額　30,713円

新株予約権の行使の条件 （注）１ （注）１

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ （注）２

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

 

（注）１．新株予約権の行使の条件

(1)新株予約権の一部行使はできないものとします。

(2)割当日以降、5営業日(終値のない日を除く。）連続してＪＡＳＤＡＱ証券取引所における当社普通株式　　　　　　

　　　　の普通取引の終値が、その時点で有効な行使価額に1.05を乗じた額(１円未満の端数については、これを

切り上げるものとします。）以上となるまでは、新株予約権を行使することはできないものとします。

(3)当社が消滅会社となる合併契約書が当社株主総会で承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式交

換契約書もしくは株式移転計画につき当社株主総会(株主総会決議が不要な場合は、当社取締役会）で承認さ

れたときは、合併期日、株式交換期日または株式移転期日以降、新株予約権を行使することはできないものと

します。

(4)新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役、監査役、執行役員または従業員の地位

にあることを要するものとします。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由があり取締役会

が承認した場合はこの限りではありません。

(5)新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合は、新株予約権は失効し相続されないものとします。

(6)その他の条件は、株主総会決議もしくは取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定めるところによります。

 　　 ２．新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による当社の承認を要するものとします。

 　      

（３）【ライツプランの内容】

 　　　　　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成19年７月１日～

平成19年12月31日
― 24,660 ― 255,250 ― 94,202

（５）【大株主の状況】

 平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

有限会社ファウンテン
神戸市中央区東川崎町1-3-3神戸ハーバーラ

ンドセンタービル20階
7,200 29.19

渡邉　寛 兵庫県西宮市 2,390 9.69

秋田　敏文 兵庫県三田市 1,840 7.46

田中　晴美 神戸市東灘区 1,405 5.69

名倉　義治 神戸市中央区 740 3.00

久下　直彦 兵庫県三田市 342 1.38

工藤　薫 兵庫県宝塚市 340 1.37

矢野　優 奈良県大和高田市 288 1.16

西田　常雄 大阪府八尾市 249 1.00

森田　哲也 兵庫県加古郡稲美町 223 0.90

計 － 15,017 60.89

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成19年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 198 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 24,462 24,462 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 24,660 － －

総株主の議決権 － 24,462 －

②【自己株式等】

 平成19年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社アイ・ピー

・エス

神戸市中央区東川崎

町一丁目３番３号
198 ― 198 0.8

計 － 198 ― 198 0.8

２【株価の推移】
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【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成19年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 44,600 41,700 38,200 41,950 40,000 37,500

最低（円） 39,600 36,600 27,520 30,800 35,500 27,600

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものです。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務取締役

コンサルティング

事業部長

技術開発部長 

取締役 

コンサルティング

事業部長

技術開発部長 

 伊東　穣 平成20年１月７日
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下

「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。

　なお、前中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ています。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）

の中間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受け、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき

当中間会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）の中間財務諸表について、さくら萌和監査法人によ

る中間監査を受けています。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代しています。

　前中間会計期間　新日本監査法人

　当中間会計期間　さくら萌和監査法人

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成していません。

１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
前中間会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間会計期間末
（平成19年12月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  524,145   473,155   540,156   

２．売掛金  142,197   150,697   145,163   

３．未収入金  50,940   2,768   2,700   

４．その他  14,004   14,848   18,052   

流動資産合計   731,288 91.7  641,470 89.5  706,073 90.0

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物  3,512   2,993   3,232   

(2）工具器具備品  15,392   11,885   14,233   

計  18,904   14,878   17,465   

２．無形固定資産           

(1）ソフトウェア  7,723   5,816   7,375   

(2）その他  787   787   787   

計  8,510   6,604   8,163   

３．投資その他の資産           

(1）差入保証金  29,693   29,693   29,693   

(2）その他  9,190   24,050   23,573   

計  38,883   53,744   53,268   

固定資産合計   66,299 8.3  75,227 10.5  78,896 10.0

資産合計   797,587 100.0  716,697 100.0  784,970 100.0
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前中間会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間会計期間末
（平成19年12月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金  31,330   8,887   21,035   

２．未払金  77,804   37,726   41,477   

３．未払法人税等  16,300   14,316   24,047   

４．前受金  56,407   －   43,374   

５．その他 ※２ 17,458   16,928   24,656   

流動負債合計   199,300 25.0  77,859 10.9  154,590 19.7

Ⅱ　固定負債           

１．退職給付引当金  16,552   23,630   21,134   

固定負債合計   16,552 2.1  23,630 3.3  21,134 2.7

負債合計   215,852 27.1  101,489 14.2  175,725 22.4

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１．資本金   251,050 31.4  255,250 35.6  255,250 32.5

２．資本剰余金           

(1）資本準備金  90,002   94,202   94,202   

資本剰余金合計   90,002 11.3  94,202 13.1  94,202 12.0

３．利益剰余金           

(1）利益準備金  936   936   936   

(2）その他利益剰余
金

          

特別償却準備金  270   －   72   

繰越利益剰余金  246,041   269,165   262,706   

利益剰余金合計   247,248 31.0  270,101 37.7  263,716 33.6

４．自己株式   △6,565 △0.8  △10,814 △1.5  △6,565 △0.8

株主資本合計   581,735 72.9  608,739 84.9  606,603 77.3

Ⅱ　新株予約権   － －  6,468 0.9  2,641 0.3

純資産合計   581,735 72.9  615,207 85.8  609,244 77.6

負債純資産合計   797,587 100.0  716,697 100.0  784,970 100.0
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②【中間損益計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   569,094 100.0  469,508 100.0  1,115,744 100.0

Ⅱ　売上原価   376,112 66.1  298,604 63.6  729,034 65.3

売上総利益   192,981 33.9  170,903 36.4  386,709 34.7

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

  159,915 28.1  145,802 31.1  322,501 28.9

営業利益   33,066 5.8  25,101 5.3  64,207 5.8

Ⅳ　営業外収益 ※２  185 0.0  716 0.2  493 0.0

Ⅴ　営業外費用 ※３  73 0.0  126 0.0  160 0.0

経常利益   33,178 5.8  25,691 5.5  64,540 5.8

Ⅵ　特別利益  ※４  71 0.0  － －  71 0.0

Ⅶ　特別損失 ※５  426 0.0  － －  547 0.1

税引前中間（当
期）純利益

  32,823 5.8  25,691 5.5  64,065 5.7

法人税、住民税及
び事業税

 14,972   12,991   33,623   

法人税等調整額  △239 14,733 2.6 170 13,162 2.8 △4,116 29,507 2.6

中間(当期)純利益   18,090 3.2  12,529 2.7  34,558 3.1
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

 

株主資本

純資産合
計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計特別償却

準備金
繰越利益
剰余金

平成18年６月30日　残高
（千円）

251,050 90,002 90,002 936 509 233,645 235,091 △6,565 569,578 569,578

中間会計期間中の変動額           

剰余金の配当(千円)      △5,933 △5,933  △5,933 △5,933

特別償却準備金の取崩し
（千円）

    △238 238 －  － －

中間純利益（千円）      18,090 18,090  18,090 18,090

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

－ － － － △238 12,395 12,156 － 12,156 12,156

平成18年12月31日　残高
（千円）

251,050 90,002 90,002 936 270 246,041 247,248 △6,565 581,735 581,735

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

 

株主資本

新株予約

権

純資産合

計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備

金

資本剰余

金合計

利益準備

金

その他利益剰余金

利益剰余

金合計特別償却

準備金

繰越利益

剰余金

平成19年６月30日　残高

（千円）
255,250 94,202 94,202 936 72 262,706 263,716 △6,565 606,603 2,641 609,244

中間会計期間中の変動額            

剰余金の配当（千円）      △6,143 △6,143  △6,143  △6,143

特別償却準備金の取崩

し（千円）
    △72 72 －  －  －

自己株式の取得（千

円）
       △4,249 △4,249  △4,249

中間純利益（千円）      12,529 12,529 － 12,529  12,529

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額）（千円）

         3,827 3,827

中間会計期間中の変動額

合計（千円）
－ － － － △72 6,458 6,385 △4,249 2,136 3,827 5,963

平成19年12月31日　残高

（千円）
255,250 94,202 94,202 936 － 269,165 270,101 △10,814 608,739 6,468 615,207

　前事業年度（自平成18年７月1日　至平成19年６月30日）

 

株主資本

新株予約

権

純資産合

計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備

金

資本剰余

金合計

利益準備

金

その他利益剰余金

利益剰余

金合計特別償却

準備金

繰越利益

剰余金

平成18年６月30日　残高

（千円）
251,050 90,002 90,002 936 509 233,645 235,091 △6,565 569,578 － 569,578

事業年度中の変動額            

新株の発行（千円） 4,200 4,200 4,200    －  8,400  8,400
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株主資本

新株予約

権

純資産合

計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備

金

資本剰余

金合計

利益準備

金

その他利益剰余金

利益剰余

金合計特別償却

準備金

繰越利益

剰余金

剰余金の配当（千円）      △5,933 △5,933  △5,933  △5,933

特別償却準備金の取崩

し（千円）
    △436 436 －  －  －

当期純利益（千円）      34,558 34,558  34,558  34,558

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額）（千円）

         2,641 2,641

事業年度中の変動額合計

（千円）
4,200 4,200 4,200 － △436 29,060 28,624 － 37,024 2,641 39,666

平成19年６月30日　残高

（千円）
255,250 94,202 94,202 936 72 262,706 263,716 △6,565 606,603 2,641 609,244
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー

計算書
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

    

１．税引前中間（当期）純利益  32,823 25,691 64,065
２．減価償却費  6,719 4,181 14,333
３．退職給付引当金の増加額又
は減少額（△）

 △320 2,495 4,261

４．株式報酬費用  － 3,827 2,641
５．受取利息  △53 △466 △292
６．支払利息  35 － 118
７．固定資産売却益  △71 － △71
８．固定資産除却損  426 － 547
９．売上債権の増加額（△）又
は減少額

 △83,459 △5,533 △86,425

10．仕入債務の増加額又は減少
額（△）

 22,322 △12,147 12,026

11．前受金の増加額又は減少額
（△）

 △15,139 △43,374 △28,172

12．未払消費税等の増加額又は
減少額（△）

 △175 △2,344 1,414

13．その他  8,798 △6,842 26,606
小計  △28,093 △34,511 11,053

14．利息の受取額  53 466 292
15．利息の支払額  △35 － △118
16．法人税等の支払額  △13,606 △22,561 △24,725
営業活動によるキャッシュ・
フロー

 △41,681 △56,606 △13,498

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

    

１．有形固定資産の取得による
支出

 △7,840 － △11,078

２．有形固定資産の売却による
収入

 34,880 － 34,880

３．無形固定資産の取得による
支出

 － － △5,367

４．その他  － － △12,023
投資活動によるキャッシュ・
フロー

 27,039 － 6,410

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

    

１．株式の発行による収入  － － 8,400
２．配当金の支払額  △5,904 △6,145 △5,848
３．自己株式の取得による支出  － △4,249 －
財務活動によるキャッシュ・
フロー

 △5,904 △10,394 2,551

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額又
は減少額（△）

 △20,547 △67,001 △4,536

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  544,693 540,156 544,693
Ⅵ　現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高

 ※ 524,145 473,155 540,156
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定

額法）

　なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。

建物　　　　　10～15年

工具器具備品　４～10年

(1）有形固定資産

同左

 

 

 

 

 

 

 

（追加情報）

平成19年度の法人税法の改正

に伴い、当中間会計期間より、

平成19年３月31日以前に取得

した有形固定資産のうち償却

可能限度額まで償却が終了し

ているものについては、残存簿

価と備忘価格との差額を５年

間で均等償却しております。な

お、この変更による影響額は軽

微であります。

(1）有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定

額法）

　なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。

建物　　　　　10～15年

工具器具備品　４～10年

 (2）無形固定資産

ソフトウェア（自社利用分）

　社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法

(2）無形固定資産

同左

 

(2）無形固定資産

同左

２．繰延資産の処理方法  ─────  ───── 　株式交付費

支出時に全額費用処理していま

す。

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については過去

の貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しています。

　なお、当中間会計期間末におい

ては、貸倒実績及び貸倒懸念債権

等の回収不能見込額がないため、

貸倒引当金は計上していません。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については過去

の貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しています。

　なお、当事業年度末においては

貸倒実績及び貸倒懸念債権等の

回収不能見込額がないため、貸倒

引当金は計上していません。

 (2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上してい

ます。

　なお、退職給付債務は簡便法に

基づき計算しています。

(2）退職給付引当金

同左

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき計上し

ています。

　なお、退職給付債務は簡便法に

基づき計算しています。
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

４．収益及び費用の計上基準 請負開発売上高の計上基準

　請負開発の収益計上については進

行基準によっています。

請負開発売上高の計上基準

同左

請負開発売上高の計上基準

同左

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっています。

同左 同左

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヵ月

以内に償還期限の到来する短期投

資からなっています。

同左 同左

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　　税抜方式を採用しています。

(2）中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当期におい

て予定している特別償却準備金の

取崩を前提として、当中間会計期間

に係る金額を計算しています。　　　

   

(1) 消費税等の会計処理

　　　　　 同左

(2）　　　─────

(1) 消費税等の会計処理

　　　　　 同左

(2）　　　─────

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

 ──────  ────── （有形固定資産の減価償却方法の変更）

 当事業年度から、法人税法の改正に伴い、平

成19年４月１日以降取得したものについて

は、改正法人税法に規定する償却方法により、

減価償却費を計上しております。

　なお、これによる損益に与える影響はありま

せん。

表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

 （中間貸借対照表） 

　「未収入金」は、前中間期まで、流動資産の「その他」に含

めて表示しておりましたが、当中間期末において金額的重要

性が増したため区分掲記しています。

　なお、前中間期末の「未収入金」の金額は2,131千円です。

　「未払金」は、前中間期まで、流動負債の「その他」に含め

て表示しておりましたが、当中間期末において金額的重要性

が増したため区分掲記しています。

　なお、前中間期末の「未払金」の金額は24,361千円です。

 ──────
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間会計期間末
（平成19年12月31日）

前事業年度末
（平成19年６月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

      44,093千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

            48,057千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

           45,471千円

※２　消費税等の取扱い

  仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要性

が乏しいため、流動負債の「そ

の他」に含めて表示していま

す。

※２　消費税等の取扱い

同左

※２　　　　──────

 

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

　１　減価償却実施額 　１　減価償却実施額 　１　減価償却実施額

有形固定資産 2,842千円

無形固定資産  3,840千円

有形固定資産   2,586千円

無形固定資産 1,558千円

有形固定資産  6,265千円

無形固定資産 8,067千円

※２　営業外収益のうち主要なもの ※２　営業外収益のうち主要なもの ※２　営業外収益のうち主要なもの

受取利息

未払配当金除斥益

　　　

　　 53千円

　  130千円

受取利息

未払配当金除斥益

　　　

　466千円

　159千円

受取利息

未払配当金除斥益

292千円

  130千円

※３  営業外費用のうち主要なもの ※３  　　　────── ※３　営業外費用のうち主要なもの

支払利息　 35千円 　  支払利息　 118千円 

※４  固定資産売却益 ※４　      ────── ※４　固定資産売却益

福利厚生施設

（建物・工具器

具備品・土地)

71千円  

 

 

 福利厚生施設

（建物・工具器

具備品・土地)

71千円 

 ※５　固定資産除却損

建物

工具器具備品

 

140千円

     286千円

 

※５　      ──────

  

 ※５　固定資産除却損

建物

工具器具備品

 

140千円

     407千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 23,820 ― ― 23,820

合計 23,820 ― ― 23,820

自己株式     

普通株式 85 ― ― 85

合計 85 ― ― 85

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 　　　　　　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年９月27日

定時株主総会
普通株式 5,933 250 平成18年６月30日 平成18年９月28日

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

 　　　　　　該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 24,660 ― ― 24,660

合計 24,660 ― ― 24,660

自己株式     

普通株式 85 113 ― 198

合計 85 113 ― 198

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加113株は、取締役会決議による自己株式の取得によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間会計
期間末残高
（千円）

前事業年度
末

当中間会計
期間増加

当中間会計
期間減少

当中間会計
期間末

提出会社
ストック・オプションとして

の新株予約権
－ － － － － 6,468

合計 － － － － － 6,468

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年９月27日

定時株主総会
普通株式 6,143 250 平成19年６月30日 平成19年９月28日

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

 　　　　　　該当事項はありません。

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 23,820 840 ― 24,660

合計 23,820 840 ― 24,660

自己株式     

普通株式 85 ― ― 85

合計 85 ― ― 85

 　（注）普通株式の発行済株式総数の増加840株は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当事業年度
末残高
（千円）

前事業年度
末

当事業年度
増加

当事業年度
減少

当事業年度
末

提出会社
ストック・オプションとして

の新株予約権
－ － － － － 2,641

合計 － － － － － 2,641

 　　　　　

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　　　決　議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年９月27日

定時株主総会
普通株式 5,933 250 平成18年６月30日 平成18年９月28日

　　　　　（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決　議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年９月27日

定時株主総会
普通株式 6,143 利益剰余金 250 平成19年６月30日 平成19年９月28日
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

　現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

　現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

　現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

（平成18年12月31日現在） （平成19年12月31日現在） （平成19年６月30日現在）

現金及び預金勘定  524,145千円

現金及び現金同等物  524,145千円

現金及び預金勘定 473,155千円

現金及び現金同等物 473,155千円

現金及び預金勘定 540,156千円

現金及び現金同等物 540,156千円
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高

相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高

相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当

額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

車両運搬具 15,557 3,716 11,840

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

車両運搬具 15,557 6,828 8,728

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

車両運搬具 15,557 5,272 10,284

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額等

　未経過リース料中間期末残高

　相当額　　　　　　　　

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額等

　未経過リース料中間期末残高

　相当額　　　　　　　　

(2）未経過リース料期末残高相当額

等

　未経過リース料期末残高

　相当額　

１年内    2,877千円

１年超    9,717千円

計   12,594千円

１年内 3,175千円

１年超 6,541千円

計  9,717千円

１年内  3,022千円

１年超 8,168千円

計 11,191千円

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料    2,034千円

減価償却費相当額    1,555千円

支払利息相当額    698千円

支払リース料 2,034千円

減価償却費相当額 1,555千円

支払利息相当額 560千円

支払リース料    4,069千円

減価償却費相当額 3,111千円

支払利息相当額 1,329千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ています。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっています。

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損

失はありません。

 

(5）利息相当額の算定方法

　　　　　　　同左

 

 

 

　　（減損損失について）

　　　　　　　同左

 

 

 

 

(5）利息相当額の算定方法

　　　　　　　同左

 

 

 

　　（減損損失について）

　　　　　　　同左
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（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成18年12月31日現在）

　該当事項はありません。

当中間会計期間末（平成19年12月31日現在）

　該当事項はありません。

前事業年度末（平成19年６月30日現在）

　該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

　当社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

　当中間会計期間に付与したストック・オプションはありません。

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

１.ストック・オプションに係る当中間会計期間における費用計上額及び科目名

　　売上原価　2,573千円

　　販売費及び一般管理費の株式報酬費用　1,253千円

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

１.ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名

　　売上原価　1,805千円

　　販売費及び一般管理費の株式報酬費用　835千円

２．当連結会計年度末に存在したストック・オプションの内容

 
決議年月日

平成12年３月31日
決議年月日

平成13年９月21日 
決議年月日

平成16年９月24日 
決議年月日

平成18年９月27日 

付与対象者の区分及

び人数

 （注）１

取締役３名　従業員６

名
取締役 ２名　 従業員　42名

取締役３名　監査役１

名　従業員29名

ストック・オプショ

ン数

（注）１．２

普通株式　　1,660株 普通株式　　　610株 普通株式　　69株 普通株式　　500株

付与日 平成12年３月31日 平成13年９月21日 平成17年１月28日 平成19年２月28日

権利確定条件

　対象者は、死亡又は退

職その他の事由によ

り、当社取締役又は従

業員の地位を喪失した

場合、その地位喪失時

に未行使の新株引受権

を行使することができ

ないこととする。ただ

し、対象者が当該地位

の喪失と同時に当社の

取締役、監査役、相談

役、顧問もしくは従業

員の地位を取得した場

合を除くこととする。

　対象者は、死亡又は退

職その他の事由によ

り、当社取締役又は従

業員の地位を喪失した

場合、その地位喪失時

に未行使の新株引受権

を行使することができ

ないこととする。ただ

し、対象者が当該地位

の喪失と同時に当社の

取締役、監査役、相談

役、顧問もしくは従業

員の地位を取得した場

合を除くこととする。

　新株予約権の割当を

受けた者は、権利行使

時においても当社の取

締役、監査役及び従業

員であることを要す

る。ただし、新株予約権

の割当を受けた者が新

株予約権の権利行使期

間到来前に死亡した場

合は、その権利を喪失

する。

 

 

 

 

　新株予約権の割当を

受けた者は、権利行使

時においても当社の取

締役、監査役、執行役員

または従業員の地位に

あることを要する。た

だし、任期満了による

退任、定年退職その他

正当な理由があり取締

役会が承認した場合は

この限りではない。 

 

 

対象勤務期間 定めておりません 定めておりません 定めておりません 定めておりません

権利行使期間
平成14年５月１日～

　平成19年３月31日

平成15年10月１日～

　平成23年８月31日

平成19年10月１日～

　平成22年９月30日

平成20年10月１日～

　平成24年９月30日

権利行使価格（円） 　10,000　　　 55,000 91,200 61,425

付与日における公正

な評価単価（円）
― ― ― 25,604

（注）１．付与日現在の区分及び人数並びに数を記載しております。

　　　２．株式数に換算して記載しております。
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（持分法損益等）

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

　当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

　当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

　当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１株当たり純資産額 24,509円59銭

１株当たり中間純利

益
   762円19銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益
   739円21銭

１株当たり純資産額 24,885円10銭

１株当たり中間純利

益
510円50銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在するものの希薄化効果を有しない

ため記載しておりません。

１株当たり純資産額   24,683円75銭

１株当たり当期純利

益
1,443円13銭

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
  1,412円99銭

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

項目
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 18,090 12,529 34,558

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間(当期)純利益(千円) 18,090 12,529 34,558

期中平均株式数（株） 23,735 24,543 23,947

    

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額
   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － －

普通株式増加数（株） 738 － 511

（うち新株予約権） (738) － (511)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要

平成16年９月24日定時株主総

会決議ストックオプション

新株予約権の数　　　46個

新株予約権の目的となる

株式の数　　　　　　46株

新株予約権の行使価格

　　　　　　　　91,200円

新株予約権の行使期間　

　　　自平成19年10月１日

　　　至平成22年９月30日

 

 

平成13年９月21日定時株主総

会決議ストックオプション

新株予約権の数　－個（610

株）

平成16年９月24日定時株主総

会決議ストックオプション

新株予約権の数　39個（39株）

平成18年９月27日定時株主総

会決議ストックオプション

新株予約権の数　480個（480

株）

平成13年９月21日定時株主総

会決議ストックオプション

新株予約権の数　－個（610

株）

平成16年９月24日定時株主総

会決議ストックオプション

新株予約権の数　40個（40株）

平成18年９月27日定時株主総

会決議ストックオプション

新株予約権の数　490個（490

株）
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

　当社は平成18年9月27日開催の定時
株主総会において決議された、会社法

第236条、第238条および第239条の規
定に基づくストックオプションとし

ての新株予約権の発行について、平成

19年2月13日開催の取締役会において
下記の通り決議しました。その概要は

次のとおりです。　　　　　　　

（1）新株予約権の割当を受ける者の
人数及び割り当てる新株予約権の数

当社の取締役、監査役　     4名　
    100個100株
執行役員および従業員　  　29名　　 　
 400個400株
(2) 新株予約権の目的である株式の　　
種類および数

　　当社普通株式500株　
(各新株予約権の目的である株式の数
(以下「付与株式数」という。)は１株
とする。)
　ただし、当社が(3)の割当日後に、株式
分割または株式併合を行う場合、付与

株式数は次の算式により調整される

ものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割

または併合の比率

　調整の結果生じる1株未満の端数に
ついては、これを切り捨てるものとす

る。

(3) 新株予約権の割当日
　平成19年2月28日
(4) 新株予約権の払込金額
　新株予約権と引換えに金銭の払い込

みは要しない。

(5)新株予約権の行使に際して出資さ
れる財産の価額

　新株予約権1個当たり61,425円
（1株当たり61,425円）

────── １．ストックオプションの発行

　当社は平成19年９月27日開催の定時

株主総会において、会社法第236条、第

238条及び第239条の規定に基づき、当

社の取締役、監査役、執行役員及び従

業員に対し、特に有利な条件をもって

新株予約権を発行することを決議い

たしました。

　この詳細については、「第４提出会

社の状況　１．株式等の状況（８）ス

トックオプション制度の内容」に記

載しております。

２．自己株式の取得

　平成19年９月14日開催の当社取締役

会において、会社法第165条第３項の

規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式

を取得することを決議いたしました。

その概要は次の通りであります。

（1）取得の理由

定款の定めに基づいて、今後の経営

環境の変化に対応した機動的な資本

政策の遂行を可能とするため、自己

株式を取得するものであります。

 （2）取得の内容

　①取得する株式の種類　

　　当社普通株式

　②取得する株式の総数　

　　800株を上限とする

　　（発行済株式総数に占める割合　

3.24％）

　③取得価額の総額　

　　50,000千円を上限とする

　④自己株式取得の日程　

　　平成19年９月18日～

　　平成20年３月28日
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前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

(6) 新株予約権を行使することができ
る期間

平成20年10月１日から平成24年9月30
日までとする。

(7) 新株予約権の行使の条件
①　新株予約権の一部行使はできない

ものとする。

②　割当日以降、5営業日(終値のない日
を除く。）連続してＪＡＳＤＡＱ証券

取引所における当社普通株式の普通

取引の終値が、その時点で有効な行使

価額に1.05を乗じた額(１円未満の端
数については、これを切り上げるもの

とする。）以上となるまでは、新株予

約権を行使することはできないもの

とする。

 

③　当社が消滅会社となる合併契約書

が当社株主総会で承認されたとき、ま

たは当社が完全子会社となる株式交

換契約書もしくは株式移転計画につ

き当社株主総会(株主総会決議が不要
な場合は、当社取締役会）で承認され

たときは、合併期日、株式交換期日ま

たは株式移転期日以降、新株予約権を

行使することはできないものとする。

④　その他の権利行使の条件は、当社

取締役会において決定するものとす

る。

(8) 新株予約権の行使により株式を発
行する場合における増加する資本金

および資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発

行する場合において増加する資本金

の額は、会社計算規則第40条第１項に
従い算出される資本金等増加限度額

の2分の1の金額とし、計算の結果１円
未満の端数が生じたときは、その端数

を切り上げるものとする。

②　新株予約権の行使により株式を発

行する場合において増加する資本準

備金の額は、上記①記載の資本金等増

加限度額から上記①に定める増加す

る資本金の額を減じた額とする。

(9) 新株予約権の取得条項
　新株予約権の取得条項は定めない。

(10) 譲渡による新株予約権の取得制
限

　譲渡による新株予約権の取得につい

ては、当社取締役会の決議による当社

の承認を要するものとする。
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前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

(11) その他
　新株予約権の割当は、以下に定める

事項その他当社取締役会が上記新株

予約権発行の目的を達成するために

必要と認める条件を定める新株予約

権割当契約を割当対象者との間で締

結し、これに基づいて行うものとす

る。

① 新株予約権の割当を受けた者は、

権利行使時においても当社の取締役、

監査役、執行役員または従業員の地位

にあることを要する。

　ただし、任期満了による退任、定年退

職その他正当な理由があり取締役会

が承認した場合はこの限りではない。

 ② 新株予約権の割当を受けた者が

死亡した場合は、新株予約権は失効し

相続されないものとする。

③その他の条件は、株主総会決議もし

くは取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」に定めるところ

による。

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第11期）（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）平成19年９月27日近畿財務局長に提出

(2）自己株券買付状況報告書

　報告期間（自　平成19年９月18日　至　平成19年９月30日）平成19年10月15日近畿財務局長に提出

　報告期間（自　平成19年10月１日　至　平成19年10月31日）平成19年11月12日近畿財務局長に提出

　報告期間（自　平成19年11月１日　至　平成19年11月30日）平成19年12月12日近畿財務局長に提出

　報告期間（自　平成19年12月１日　至　平成19年12月31日）平成20年１月15日近畿財務局長に提出

　報告期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年１月31日）平成20年２月14日近畿財務局長に提出

　報告期間（自　平成20年２月１日　至　平成20年２月29日）平成20年３月14日近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

   

  平成19年３月30日

株式会社アイ・ピー・エス   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岡本　髙郎　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐藤　陽子　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 遠藤　尚秀　印

     

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ア

イ・ピー・エスの平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第11期事業年度の中間会計期間（平成18年７月１日から

平成18年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び

中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して

株式会社アイ・ピー・エスの平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年７月

１日から平成18年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

   

  平成20年３月27日

株式会社アイ・ピー・エス   

 取締役会　御中  

 さくら萌和監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 紙谷  　将　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松井　年志子　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社アイ・ピー・エスの平成19年７月１日から平成20年６月30日までの第12期事業年度の中間会計期間（平成19年７

月１日から平成19年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社アイ・ピー・エスの平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年７月

１日から平成19年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管しております。
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